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研究成果の概要（和文）： 

法廷弁論の教育支援のために、民事訴訟をシミュレートする学習システムを開発した。こ
れは、実際に 3大学の連携授業の中で運用され、弁論の論理性などの観点からの教育効果
を上げた。その際に用いた法廷弁論の論理的基礎付けも行った。また、弁論データベース
は学生による実際の弁論内容を構造化して蓄積している。さらに、Walton の議論スキー
ムのデータベースも試験的に構築して、弁論データベースから参照できるようにしている。 
 
研究成果の概要（英文）： 
For supporting education of legal argumentation, we have developed an educational 
system to simulate civil lawsuits. The system has been used in real courses of law in 
collaborative 3 universities so far. It has become educationally effective. Then we 
provided logical basic of legal argumentation. On the other hand, we have also made 
legal argumentation database that has real argumentation records of students by 
making them structured. Furthermore, we have provided a tentative database of 
Walton's argumentation schemes that can be referred from the legal argumentation 
database. 
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１．研究開始当初の背景 

従来、法学部生が法廷弁論の練習を行うため
の自習型の教育環境は用意されていなかっ
た。また、法的な弁論の学習のための論理的
基礎付けも行われていなかった。そこで、こ
のような学習環境の整備と論理的基礎付け
が必要であった。学習環境としては、弁論教
育を支援する論争システムを準備したかっ

たが、既存の多くが研究段階であり、簡単に
利用できる形ではなかった。そこで、自らそ
のような開発を行うことを考えたが、過去の
事例の参照が必要となり、弁論記録を基にし
たデータベースが必要となった。また、論理
的な基礎付けを行うための分析材料として
も、そのような弁論データベースの必要があ
った。本研究テーマはそのような必要性から
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生まれたものであった。 

 

２．研究の目的 

本研究は、法廷弁論の教育支援のために、法
廷弁論のシミュレータを開発すること、この
シミュレータによって実際に利用される弁
論データベースを構築すること、及び、その
過程で得られたノウハウにより法廷弁論の
教育方法に対する理論的基礎を与えること
が目的である。 

 

３．研究の方法 

研究の方法は、基本的に研究調書提出時の内
容に沿っている。すなわち、①弁論記録の分
析、②教育事項の抽出と弁論シミュレータの
要求定義、③弁論シミュレータの開発、④弁
論データベースの構築である。これは、①と
②で得た知見を基に、③の弁論シミュレータ
や④の弁論データベースを作成するという
ものである。弁論記録は、教育用のシステム
を目指すことから、研究開始以前の約 4年分
の実際の法廷弁論のための実習教育時の弁
論記録と研究期間中 3年間の同じく実習記録
を用いることにした。そのための実習環境の
支援システムの構築や運用を通じて、法廷弁
論の教育の方法論を模索した。特に、論理に
基づく弁論構築についての基盤を研究し、明
らかにすることとした。弁論シミュレータは、
当初人工知能の技術を用いたものも検討し
たが、完全な自習化の実現が困難であったた
め、学生に時間差があっても相互に対抗的に
議論したり、逆に協力的に議論を構築したり
する機能によって、学習しやすい環境を整え
ることとした。また、弁論データベースは蓄
積したオンライン上の弁論記録を他の法的
論争を扱っている研究室でも利用できるよ
うに XML 化して Web 上で提供することとした。
さらに、議論研究の分野では、世界的にも著
名な Walton の議論スキームの全パターンを
抜き出し、データベース化することとした。
これらによって、学生の法廷弁論教育の支援
環境と論理的な基礎を与えることを目指し
た。 
 
４．研究成果 
主な研究成果は、試作の弁論シミュレータの
機能を基に、既存の訴訟自習システムを改良
したシステムとして実現した。これを実際に
3 大学の連携授業の中で運用し、弁論の論理
性などの観点からの効果を上げた。その際に
用いた法廷弁論の論理的基礎付けについて
は論文としても発表している。これらの教育
システムや教育方法を用いた法廷弁論の教
育については、招待講演等でも発表している。
弁論データベースは、本研究期間前を含む多
くの実際の学生による弁論記録が構造化さ
れた状態で構築されている。研究期間 3年間

については口頭弁論の様子もこのデータベ
ースに蓄積し、さらに XML 化も行っている。
また、Walton の議論スキームのデータベース
も試験的に構築して、参照できるようにして
いる。これらの研究成果詳細は次の通り。 
 
(1)改良版訴訟実習システムの提供・運用 
本システムは、元々開発・運用中の試作の①
論争掲示板システム、②証拠集めシステム
(FF システム)、③訴状・答弁書作成システム
をベースに改良・機能拡張し、さらに新規開
発のサブシステムである④ArgPLAN システム
を加えたものである。すべて Web 上のシステ
ムとして実現されている。本システムの特徴
は法律要件としての論点と、収集した証拠を
結び付けることを徹底して要求することに
ある。以下、これらのサブシステムを順に説
明する。 
①論争掲示板システム：原告・被告による弁
論を行うための掲示板である。元々はスレッ
ド型の汎用の掲示板として開発したものを
徐々に改良して今日の形にしたものである。
従って、交互に発言の応答を繰り返す掲示板
を基本とするものであるが、単純に一列に延
びるのものではなく、論点ごとにネストして
木構造で展開されるものである。原告の発言
と被告の発言は、各メッセージが書き込まれ
る矩形部分の背景色の区別によって、一目で
いずれの発言かが分かるようになっている。
また、発言の種別を明示して、証拠を提示す
るようなシステムである。なお、証拠を用い
ない発言には、警告が出るようになっている。
証拠提示については、下記の FF システムの
持つ証拠・証言のデータベースと連動してい
る。図 1参照。 
②FF システム：Fact Finding システムの略
称であり、仮想のロールプレイ環境の下で、
学生が証拠や証言を集めて、それらを FF デ
ータベースと呼ばれる証拠・証言のデータベ
ースに蓄積していくためのシステムである。
ロールプレイにより、弁護士役の学生の質疑
と、証人役や証拠提供者役を行う教員や学生
の応答とで収集していく方式である。図２参
照。 
③訴状・答弁書作成システム：訴状や答弁書
を記述するシステムであり、FF システムと連
動して、証拠や証言を提示できるシステムに
なっている。また、そこで記述された法律要
件ごとに論掲示板の論点のテンプレートと
して自動的に登録される。図３参照。 
④ArgPLAN：論争掲示板とは別に、原告・被
告の各チーム内での議論構築のための支援
システムであり、他のシステムと同様に FF
システムと連動している。主要な機能は、要
件ごとに証拠を整理する機能と、要件ごとに
議論用のスレッド掲示板によって議論を構
築できる機能である。 



 

 

(2)法廷弁論の論理的基礎付け(法学部にお
ける基礎的教育として) 
従来の「AI と法」分野における論争システム
の多くが、論理を基盤としている点には学ぶ
べきものが多い。しかしながら、日本の法廷
弁論における議論の構造には直ちに使えな
いものであり、一方で、日本の法学教育の場
では、論理を基盤とした教育はなされていな
い実情もある。そこで、従来の論争システム
のように論理を基盤としながらも、日本の法
廷弁論にも生かせるような考え方や方法論
を提案し、論文化した。その要点は、公理系
のような確固たるルールや事実群ではない
ものを前提としながらも、その言わば擬似公
理系上で演繹による証明を行うことが原告
の役割である立証であり、それゆえに原理的
には、厳密な公理系でない点で、いかように
も反論可能なので、事実の信憑性やルール成
否について疑義を提起したり、別の事実や主
張を立証したりすることができ、それこそが
被告側の役割である、というものである。 
(3)弁論データベース 
単純な構造による弁論記録のデータベース
については、2005 年度～2011 年度までの 7
年間分の蓄積を行った。対戦数延べ 67 回で
あり、総発言数 3716 件であった。これはも
ちろん、論争掲示板の形式でも閲覧すること
ができる。なお、XML 化と口頭弁論の弁論記
録の蓄積は、本研究期間である 2009 年以降
のみ行った。口頭弁論の記録は、テープ起こ
しをして、論争掲示板の形に再入力をしたも
のである。これらも XML 化されている。また、
Walton 議論スキームのデータベース(英文)
については、全 60 類型、122 パターンを蓄積
し て い る 。 こ れ は D.Walton 他 著
『 Argumentation Schemes 』 Cambridge 
University Press (2008)にまとめらている
全スキームを対象としたものである。 
 
以上の位置づけ・インパクトについては、

現実的な教育における位置づけとしては、本
研究によって得られた教育方法やシステム
は、連携 3大学の名古屋大学、大阪大学、鹿
児島大学の法学部では磐石なものとなり、定
着している。さらに、他大学でも ICT 環境さ
え整っていれば、これらを導入したいと考え
ている教員が講演時に申し出てくれている
ことから、教育方法として、実質的に有意義
なレベルであるとは言えよう。一方、法学分
野の研究としては新しい角度から切り込ん
でいるため、まだまだ十分な地位を得ている
とは言えないが、情報ネットワーク法学会な
どからは、査読審査を経て、論文として学会
誌に採録されるなどの事実から、一定の評価
を得られつつある状況にあると考えられる。
なお、蓄積した弁論データベースのデータは
他の論争システムなどの研究にも現実の資

料として提供できるものであり、実際に試験
的に提供した実績もある。このように基盤的
研究としての素材提供の役割も果たせてい
る。 
今後の展望については、本研究の成果であ

るシステムや方法論を広く利用できるよう
にパッケージ化を進め、伝承しやすくするこ
とが当面の具体的課題である。さらに、同時
に広報や国外への発表を想定して英語化す
ることも検討中である。また、法廷弁論のた
めの論理的基礎教育のために論文化した方
法論に基づき、弁論のための教科書や演習テ
キスト、あるいは、e-learning システムを作
成することも考えている。これらも今後の授
業の中で利用して、そのフィードバックを含
めてこの作成作業を進めていくつもりであ
る。最後に、本研究の弁論の理論や支援シス
テムは、このような司法の場を想定した議論
ばかりでなく、立法の場における、政策立案
の局面の議論においても十分に応用可能で
あることが分かってきた。これは、本研究代
表が進める e-Legislation の環境構築をテー
マとしたプロジェクトの中で、ICT による立
法支援に関する研究の中でも明らかにして
いる。今後は、このような形でも本研究の成
果を発展的に利用していきたいと考えてい
る。 
 
 

図 1：論争掲示板 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
図 2：FF システム 

 
 
 
 

 
図 3：訴状・答弁書作成システム 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 4：ArgPLAN 
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